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乗合バス市場の規制緩和に伴い，各自治体は公共交通サービスを確保するためのしくみを構築する必要性に直面する

ことになり，平成19年10月に施行された地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の下で，地域公共交通総合連携計

画の策定を一斉に開始した．これは，わが国の交通計画史上特筆すべきものであり，その実態を的確に把握し，内在す

る課題と解決の方向性を明らかにするとともに，計画策定が地域の公共交通に及ぼす効果を検証する必要がある．また，

土木学会等では公共交通に関する計画技術の開発が精力的になされてきたが，実務上の要請に十分に応えられているか

定かでない．そこで本スペシャルセッションでは，国や自治体の担当者，技術者，事業者，研究者等が一堂に会して実

務的，技術的，制度的課題について集中的な議論を行い，地域公共交通計画のあるべき方向性を見出す機会としたい． 
 

地域公共交通計画の策定意義と構成* 
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１．課題認識とスペシャルセッションの目的  
 
平成14年の乗合バス市場の規制緩和に伴い，各自治体

は公共交通サービスを確保するためのしくみを構築する

必要性に直面することとなった．その後，平成19年10月
に施行された地域公共交通の活性化及び再生に関する法

律（以下，活性化再生法）に基づき，地域公共交通活性

化･再生総合事業（以下，活性化・再生事業）の枠組みの

下，この2年間に全国で250余りの自治体等が法定協議会

を設置し，地域公共交通総合連携計画（以下，連携計画）

という名の地域公共交通計画の策定を一斉に開始した． 
活性化再生法では，地域の抱える様々な交通計画課題

に対し，地域の主体的な取組みおよび創意工夫のもとで

関係する主体が連携して連携計画を策定し，個性豊かで

活力に満ちた地域社会の実現に寄与することが法の目的

に記されている．しかし，計画主体である市町村は，様々

な悩みや課題に直面しながら計画づくりを進めているの

が実情であり，その結果次のような問題を生じている． 
・連携計画や活性化・再生事業に対する認識が十分でな

い．そのため，顕在化した問題点に対する対症療法的

な対策を計画と位置づけ，地域の抱える問題の本質に

踏み込めないケースや総合的な視点に基づく計画策

定がなされないケースが見られる． 
・コミュニティバス運行等の運送事業は，連携計画が目

指す地域の姿を実現するための手段であるにもかか

わらず，実施したい事業を実施するための連携計画づ

くりが行われるケースが見られる． 
・自治体内での認識の違いから，計画づくりの必要性が

共有されず，必要と考えられる計画づくりが実施に移

されないケースが見られる． 
このような問題に対応し，連携計画をはじめ地域公共

交通計画をより有意義なものとしていくためには，地域

公共交通計画の意義や必要性，そのあり方などに対する

共通の認識を形成し，活性化再生法の趣旨に則った連携

計画の策定を実践することが重要と考える． 
そこで本スペシャルセッションでは，地域公共交通計

画を策定する自治体とそれに携わる国の担当者，計画技

術者，交通事業者，研究者等が一堂に会して，計画策定

の現場で今何が起こっているのか，技術的・制度的課題

は何かを横断的・俯瞰的に検討し，集中的な議論を通じ

てあるべき方向性を見出す機会としたい．そのため，次

の４つの観点から議論する． 
① 地域公共交通計画を策定する意義やその具備すべ

き要件，計画の構成や内容 
② これまでの連携計画の策定状況のまとめと連携計

画策定に対する国の支援 
③ 連携計画策定に際し，自治体が直面している悩みや

課題とその解決に向けた関係機関の協力のあり方 
④ 計画策定現場の実情や問題点，解決すべき課題 *キーワーズ：公共交通計画、計画手法論、ＬＴＰ 
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２．地域公共交通計画策定の意義 
 
自動車の保有と利用が一般的でなかった時代には，公

共交通の需要は多く，乗合バス事業は採算のとれる事業



であり，民間事業者に委ねることで必要な公共交通サー

ビスは概ね確保できた．しかし，自動車利用の進展とと

もに公共交通利用者は減少し，乗合バスサービスは事業

として成り立たなくなってきた．民間の手に委ねるのみ

では社会的に必要なサービスが十分供給されないという

意味で，地域の公共交通は｢交通産業｣から｢社会資本｣に

変化したと見なすべきであろう． 

表－２ 地域公共交通計画の策定プロセス 

１．フレームワーク 

1.1 計画策定主体，実施・協力主体 
1.2 計画期間 1.3 計画地域 
1.4 地域の将来像 1.5 計画目標 
1.6 地域公共交通の分担領域 

２．問題の明確化 

2.1 現状の生活・交通の把握 
2.2 将来の生活・交通の趨勢展望 
2.3 克服すべき問題点 

３．調査 

3.1 地域特性 3.2 需要側の特性 
3.3 供給側の特性 

４．サービス供給目標の設定 

4.1 保障の対象とする人々・活動の選定 
4.2 活動機会獲得地点の選定 
4.3 活動の保障時間帯・期間の選定 
4.4 サービス水準マトリクスの作成 

５．計画案の設計 

5.1 路線網計画案 5.2 運用計画案 
5.3 調達方式 

６．分析 

6.1 活動機会の保障水準の時空間分布 
6.2 顕在化する利用者数の予測 
6.3 供給コスト 6.4 費用負担 
6.5 地域への影響 

７．評価 

7.1 計画目標の達成水準 
7.2 受益と負担に関する地域の選択 
7.3 感度分析 
7.4 検討に含めなかった評価項目に関する吟味

８．公共調達の計画と実施 

8.1 採算・不採算路線の仕分け 
8.2 運輸事業者への路線割り付け 
8.3 契約 

１．計画の背景 

２．地域公共交通マスタープランの確認 

３．サービス供給基準の策定とゾーニング 

3.1 計画のフレーム 
3.2 地域特性 
3.3 地域構造と公共交通網の基本構造 
3.4 確保すべき活動機会 
3.5 ゾーンごとのサービス供給基準 

４．サービス供給計画 

4.1 輸送サービス 4.2 運行形態 
4.3 路線網計画 4.4 地域別運行計画 
4.5 運賃／地域負担 
4.6 運行費用・効率性の向上 

５．公共調達計画 

5.1 採算・不採算路線の推定と仕分け 
5.2 運営形態の選定 5.3 運輸事業者の選定 

６．市民のコミットメント 

表－３ 地域公共交通計画の内容構成

地域の公共交通サービスを社会資本と捉えるならば，

自治体の責任のもとで「社会資本整備計画としての地域

公共交通計画」を立案すべきである．端的にいうと，「利

潤最大化」から「困っている人々の数の最小化」への転

換である．にもかかわらず，現実には，これまで交通事

業者が策定した「運送事業計画」を自治体が事業者に代

わって作成している状況が散見される． 
 

３．地域公共交通計画の構成 
 

（１）全体構成 
地域公共交通計画の策定は，地域にとって最も望まし

い公共交通システムを選びそれを提示することである．

そのためには，①望ましい公共交通システムを選ぶため

の考え方を明らかにし，②その下で望ましい公共交通シ

ステムを適切に選び，③選ばれた結果を提示する，とい

う３つの段階を経ることとなる．筆者らは，これらを｢地

域公共交通計画マスタープラン｣，｢地域公共交通計画の

策定プロセス｣，｢地域公共交通計画の内容構成｣として整

理し，３部構成の計画策定体系として提案している１）２）． 
 
 
 
 

図－１ 地域公共交通計画の全体構成 

 
（２）地域公共交通マスタープラン 
表－１に示す地域公共交通マスタープランは，“地域

公共交通計画を作るのだ”という宣言である．計画策定

の必要性を示し，その計画を作るために公共主体が政策

として推進するという姿勢を示したものである。 
表－１ 地域公共交通マスタープラン 

 １．地域社会における人々の交流構造の把握 
２．地域における人々のモビリティ計画像 
３．公共交通確保の基本方針 
４．公共主体の公共交通政策推進の宣言 
５．公共交通事業の効率的運営の方針 
６．地域住民への行動喚起（協働）の呼びかけ

７．地域公共交通計画策定への基本姿勢 

 
 
 
 
 

（３）地域公共交通計画の策定プロセスと内容構成２） 
地域公共交通計画の策定プロセス（表－２）は，より

よい計画を策定するために必要な検討内容を体系的に整

理したものである．ここでは，検討すべき案を漏れなく

列挙し，受益と負担の関係から最もよい案を地域住民が

選ぶことが重要である． 
地域公共交通計画の内容構成（表－３）は，策定プロ

セスに基づきなされた検討結果と選ばれたサービス供給

計画を，地域公共交通計画としてまとめる際の構成を示

したものである．地域公共交通計画の一つの標準的なか

たちを示すと筆者らは考えている．詳細は文献２）を参照． 
 

４． おわりに 
 
本稿では，本スペシャルセッションの目的を示すとと

もに，地域公共交通計画策定の意義や内容構成について

記述した．現在，全国各地で連携計画づくりが進められ

ている．本稿に示した内容の有用性については，現場の

意見を聞きながら，検証していきたい． 
 地域公共交通マスタープラン 

望ましい公共交通システ

ムを選ぶための考え方 

地域公共交通計画の策定プロセス 
望ましい公共交通システ

ムの選び方 

地域公共交通計画の内容構成 選んだ結果 
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地域公共交通総合連携計画策定の現状と事後評価から見える課題* 
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地域の公共交通は、人や物の移動に必要不可欠であり、

地域におけるあらゆる活動の基盤となっている。住民の

移動の足の確保はもちろんのこと、少子・高齢化、地球

温暖化への対応等我が国の重要な諸課題へ的確に対応し

ていく観点からも、その再生・活性化は喫緊の課題であ

る。こうした状況を踏まえ、国土交通省は、平成19年度

に施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律」を活用し、鉄道、バス、旅客船、航空等全ての交

通モードに係わる地域公共交通の活性化に取り組む法定

協議会に対し、「地域公共交通活性化・再生総合事業(以

下、総合事業）」によりパッケージで一括支援を行い、

地域主体の創意工夫ある取組みを積極的に支援している。

平成21年度は、調査事業（連携計画＊策定へ向けた調査

等）114件、計画事業（連携計画に基づく事業） 259件、

合計373件の事業が実施され、全国の約3割の市町村をカ

バーしているが、地域公共交通活性化・再生へのニーズ

は根強く、今後一層の拡大が見込まれる。 

 

 

 

 

 

図－１連携計画・総合事業計画の流れと評価実施の位置づけ 

 

とができたかどうかという視点で、平成20年度に総合事

業を実施した249地域について、平成20年度の申請書や事

後評価報告書をもとに、事業の目的や事後評価の状況等

について調査を行い、その結果について、課題の整理お

よび今後の事後評価のあり方について検討した。 

 

（２）事後評価から見える課題 

調査事業は、連携計画の策定に向けて必要な調査を１

年間限りで実施するものであり、地域公共交通の問題

点・課題を総合的に検討し、地域関係者の実質的な合意

形成を踏まえた上で、地域として目指す姿や創意工夫を

連携計画に具体化していく必要がある。 

 

２．総合事業におけるＰＤＣＡプロセスについて 
平成20年度調査事業の事後評価をみると、地域公共交

通の目標と地域づくりの方向性がどう関連するかが見え

にくい地域が数多く見られた。本来、地域公共交通は地

域づくりを進める上での“手段”であり、地域公共交通

の目標は地域づくりに貢献するものでなければならない。 

 

（１）ＰＤＣＡプロセスにおける事後評価 

３年間限度の立ち上げ支援である総合事業は、連携計

画を策定し、計画的・効果的に事業を実施するとともに、

事業毎に毎年事後評価を行い、取組み結果や課題を明ら

かにし、次のステップに反映させるＰＤＣＡ方式を採用

しており、評価の流れは以下に示す通りである。 

他方、計画事業は、地域が目指す姿の実現に寄与する

適切な事業を選び出し、その実行を３年間を限度に支援

するものであるが、平成20年度事後評価では、自立性・

継続性の観点から目標の達成状況を評価するに当り、例

えば「交通空白地域の解消」あるいは「実証運行を行っ

たこと」をもって目標達成と評価する例も散見された。

３年間の支援終了後も、地域が自立的・継続的に公共交

通サービスを確保するために、どの程度のサービス水準

に目標設定を行うのか、特に定量的な評価が困難な地域

の場合は、地域合意の下、より具体的に示す必要がある。 

年度末に、まずは地域で自己評価を実施し、その結果

を国（運輸局）に提出し、提出を受けた国（運輸局）は

有識者等も交えた二次評価を実施し、協議会に対して必

要なアドバイス等を行うというものである。     

 事後評価は、所定の記載フォーマットに従い行うが、

今回、事後評価が機能し、効果的にＰＤＣＡをまわすこ 
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（３）今後の事後評価のあり方 

平成21年度に、地域公共交通活性化・再生の取組の現

状につき全国市区町村アンケートを実施したが、その中

で、市区町村としては、地域公共交通の活性化等へ向け

総合事業等の活用意向は高まっているものの、人材不足



総合事業においては、地域が“目指すすがた”に対し

て、地域公共交通活性化を通じて頑張る取組を支援して

おり、地域としては、地域特性に即した計画・目標を地

域の責任で設定し、その取組みがうまくいったのかを事

後評価することによりＰＤＣＡをまわし、自立性・持続

性ある公共交通を目指すことが求められている。 

や情報不足により取組が不十分である現状が明らかにな

った。目標や指標の設定、ノウハウなど、いまだ課題も

多く、特に計画策定の重要性を市区町村が感じている。 

前節に示した総合事業における事後評価から見た課

題と考え合わせると、今後の事後評価のあり方について

次のような方向性と基本的な考え方を示すことができる。 

先の全国市区町村アンケートでは、公共交通サービス

の確保に関する取組みに際し「具体的な目標を設定でき

ていない」市区町村は44％に上っていることや、事後評

価においても、目標に対する評価基準があいまいなケー

スも垣間見られた。しかし、市区町村は、ビジョンやま

ちづくりの視点を持つ計画策定が重要であることは既に

認識していると考えられる。 

 

a）ビジョンと計画の２層の評価ができる仕組み 

市区町村においては、現在表面化している問題の解決

のみならず、長期的な視点、まちづくりの視点を取込ん

だ評価が求められる。 

すなわち、市区町村が、地域公共交通の活性化等に取

組むには、「市区町村のまちづくりにとってあるべき地

域公共交通のすがた」を示す長期的な計画と、「あるべ

き地域公共交通のすがた」を実現する個別事業として取

組む短期的な計画の２層からなる評価が必要である。 

 

 
目標と指標ともに未設定

指標のみ未設定

一部の目標に設定

目標と指標ともに設定済み

不明

 

 つまり、調査事業で策定される連携計画は、「本来、

市区町村のまちづくりにとってあるべき地域公共交通の

すがた」をビジョンとして掲げ、「まちづくり」に地域

公共交通をどのように活用していくのかという視点で評

価が必要であり、一方で計画事業では、個別事業に対す

る短期的な視点の計画に対して評価する必要がある。 

 

 

 

 

44.1%

29.3%

14.1%

11.9%

0.6%

ｎ＝1217

図－２ 目標と指標の設定有無 

事後評価には、このようなビジョンと計画の２層の取

組みを踏まえた評価ができる仕組みが求められる。 

地域公共交通に関する取り組みについてのアンケート調査

（H21：国土交通省） 

  

 b）地域公共交通に関する取組みを住民へアピールす 地域で策定する計画は、現状の“問題”を抽出し、そ

の“解決”を行うといったよく見る『問題解決型計画』

であるより、『本来、市区町村のまちづくりにとってあ

るべき地域公共交通のすがた』の実現を目指す『目標実

現型計画』であるべきである。 

る場となる仕組み 

事後評価は、市区町村が主体となって行う地域公共交

通に関する取組みに対し、住民が評価する住民参加型が

本来望ましい。 

従って、事後評価報告書も住民が見てわかりやすい表

現でまとめることや、地域特性を踏まえ、より具体的な

評価基準にしていく工夫は重要である。 

つまり、地域の公共交通に関する取組みを成功に導く

ためには、その『あるべき公共交通のすがた』というビ

ジョン（目標）を設定した上で、その実現化のための問

題を把握し、取組むための計画を策定、取組みに対する

評価・分析を行うという体系化された一連のプロセスの

もと、進められることが望ましい。 

加えて、今後の事後評価は、地域の公共交通の確保に

向けて様々な取組みや工夫をしている市区町村にとり、

住民等に対するアピールの場として位置付けることも必

要となろう。例えば、シンポジウム形式やポスターセッ

ション形式などの公開形式による評価を行うことで、こ

れから取組む市区町村にとってのノウハウなど情報収集

の場としていくことも考えられる。 

なお、地域公共交通の活性化等へ取組む地域事情によ

り『問題解決型計画』で策定せざるを得ない場合も時に

よりあると思われるが、その場合においても、長期的視

点、まちづくりの視点は少なくとも加えることが必要と

なろう。  

３．地域公共交通の活性化へ向けた計画策定の基本的な

考え方 
*「地域公共交通活性化及び再生に関する法律」に基づく、地域

公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するため

の計画（「地域公共交通総合連携計画」）  

人口減少、急速な少子・高齢化の進展、地球温暖化等

といった社会環境的背景に加え、地域の移動を支える公

共交通事業者は厳しい経営状況にあり、地域公共交通サ

ービスを維持・活性化することが喫緊の課題である。 

参考文献 

１）国土交通省関東運輸局編：地域公共交通の活性化・

再生の進め方に関する調査報告書、2010



地方分権と地域公共交通に関する一考察* 

 

和田 章** 
By Akira WADA** 

 

村の混乱の例として加藤２）は挙げている。 １．はじめに  

 私が岡山県交通対策課に着任した2005年4月に、県内3

5市町村に交通政策担当者を照会したところ、約１／３か

らは「担当者なし」という低調な回答であった。また、

専任の担当者を配置しているのは、２市のみで他の市町

村は兼務の職員であった。利用者からすれば、通勤・通

学をはじめ、通院、買い物など「日常的」な生活行動で

バスを利用しているにもかかわらず、著しい減便や路線

廃止等の連絡があった時にはじめて事務担当者が置かれ

るような「非日常的」な事務事業であった。 

岡山県では「市町村の自立力向上のための県からの事

務・権限移譲計画」1）を策定し、平成17年から市町村へ

権限委譲を進めてきた。平成20年５月には、地方分権改

革推進委員会が都道府県から市町村へ具体的な事務・権

限についての移譲を勧告するなど、今後、基礎自治体で

ある市町村へのさらなる事務・権限移譲が期待される。 

県では、市町村への事務・権限の移譲及び移譲事務の

選定にあたって、次の３点を基本的な考え方としている。 

その後2006年10月の改正道路運送法施行により、旧21

条・80条バスを運行するためには、市町村が地域公共交

通会議を主宰することが求められ、2010年2月現在岡山県

内でも20市町村（全27市町村）が設置している。これに

より市町村内の地域公共交通を議論する場が設けられ、

事業計画から実施段階までマネジメントすることが可能

になった。 

①「住民に身近な行政事務は、できる限り市町村で行う」

という地方分権の理念に基づき、住民にとって分かり

やすく、利便性の向上に結びつくこと。 

② 住民に最も身近な基礎自治体である市町村が、「自

己決定・自己責任」の原則のもと、個性豊かな自立型

の地域づくりを担うことができること。 

③ 住民の意思を適切に反映し、複雑・多様化する地域

のニーズに的確に対応した住民サービスの提供を、計

画段階から実施段階まで一貫して実施できるなど、迅

速で効果的・効率的に処理することが可能となること。 

さらに、2007年10月の「地域公共交通の活性化及び再

生に関する法律」の施行により、連携計画の策定及びそ

の実施が可能になった。岡山県内でもこれまでに5市にお

いて法定協議会が設置されているが、事務局は全て市役

所が担当している。これまで路線廃止に伴う代替交通の

ような短期的な対応しかできなかったが、国からの複数

年度にわたる補助により、中期的な目的も視野に入れた

計画策定と実証運行にも踏み出すことができた。 

そこで、本稿ではこれらの基本的な考え方に「地域公

共交通」事務を照らして、本事務の市町村への権限委譲

の可能性について検討してみたい。 

 

２．市町村の現状 

市町村は、需給調整規制の廃止により地域公共交通事

務の環の中に参加し、地域公共交通会議の設置により地

域公共交通のマネジメントを行う組織に、そして活性化

法の法定協議会において中期的な計画を実施する組織へ

と徐々に変化してきた。 

 

（１）市町村の変遷 

 まず地域公共交通に関する事務は、2002年2月の改正道

路運送法の施行によるいわゆる需給調整規制が廃止され

たことにより、地方自治体もその事務の環の中に入るこ

ととなった。岡山県では、国庫補助制度の「地方バス路

線維持費補助」として補助額の１／２を負担してきた程

度であり、路線の許認可、廃止にかかる事務について 

 

３．国土交通省の考え方 

 

国土交通省は「地域公共交通会議に関する国土交通省

としての考え方について」（平成21年12月18日国自旅第1

61号）において、「地域公共交通会議の設置及び運営に

関するガイドライン」及び「コミュニティバスの導入に

関するガイドライン」を示している。 

は全く関与していなかった。 

県内市町村も、岡山県単独補助制度に該当する路線が

あれば協調して補助金を交付する程度であり、その対象

路線すらなければ、事務事業自体が存在しない、全く縁

遠いものであった。この改正道路運送法の施行後の市町 

いずれのガイドラインも、構成員の選定や会議の進め

方、運賃の決定方法や運行主体の選定方法など事細かく

事例を踏まえて示している。ガイドラインという側面上

これらに全て沿う必要性はないものの、記されている内

*キーワーズ：公共交通計画 

**元岡山県交通対策課（現：環境企画課） 

（岡山市北区内山下2-4-6、TEL:086-226-7285、 

 E-mail: akira_wada@pref.okayama.lg.jp） 



容を見れば見るほど、全国で運行している複雑・多様化

したサービスにできるだけ応えられるよう事細かいもの

となっている。 

 

４．市町村への事務・権限委譲 

 

いわゆる平成の大合併前までは、一市町村域が狭いた

め、多くの路線が複数の市町村を跨り、運行にあたって

は各市町村の利害が対立することもしばしばあった。そ

のため運行事業者は、結果的に路線の見直しなどを積極

的には行うことはなかった。しかし、合併により市町村

域が拡大し、路線の多くが新市内で完結されることとな

り、事業者と新市の協議により、路線の見直しなどが行

えるようになった。 

そこで、私は「同一市町村内で完結する路線の許認可

事務については、市町村へ権限委譲すべき」と提案した

い。運営主体又は運行主体である市町村が、許認可事務

をもつことは違和感を持つかもしれないが、その市町村

の実情に応じた基準づくりを行い、条例等の整備により

安全性を担保すれば十分可能であると考える。 

例えば、無料のバスは道路運送法の対象外であるため、

運輸支局への許認可、届出にかかる事務が不要であるほ

か、支局での審査にかかる標準処理期間を待たされるこ

とはない。そのため、市町村は住民・利用者の要望に迅

速かつ効果的に応えることができる。多くの市町村も財

政難のため、かつ受益者負担の原則から無料バスは減少

傾向にあるものの、法の対象外である無料バスの方が住

民・利用者への利便性が高いというのはいささか違和感

がある。岡山県で行った市町村運営有償運送の運転者要

件のための講習会には、無料バスを運行している市町村

からも問い合わせがあり、受講した運転手もいた。統計

的な数値はないが、有料、無料問わず市町村は安全性を

心がけている。 

また、降車時を知らせる押しボタンであるが、不特定

多数の利用者がいる場合には必要な設備であるが、中山

間地域で利用者が特定されている路線であれば、押しボ

タンがなくとも運転手が利用者の降車場所を把握してい

る場合も多々ある。 

国土交通省は、複雑・多様化する地域のニーズに応え

られるよう、地域公共交通会議で合意が得られた場合に

は、運賃認可の届出化や標準処理期間の短縮をしてきた

が、逆に運輸支局では追認しているだけの状態になって

いるのではないだろうか。もし、そうであるならば有償

無償問わず、同一市町村内で完結する路線については、

市町村へ事務・権限を委譲すべきだろう。 

地域公共交通事務に限らず、これまでの日本の規制・

基準は国の省庁により作成された「上から与えられる基

準」であった。今後地方分権が進めば、各地域の実情に

応じた基準を作り、運用すべきである。 

最後に、地域公共交通事務を岡山県の事務・権限委譲

の基本的な考え方に照らせば、言うまでもなく「住民に

とって身近な行政事務」、地域公共交通会議を通じた「自

己決定・自己責任」、委譲されれば「迅速で効果的・効

率的に処理可能」となり、正しく合致する事務と言える。 

 

５．地域主権への期待 

 

2009年夏の衆議院選挙により政権交代した結果、これ

までの「地方分権」という呼称から「地域主権」と変化

した。現政権は、本年夏には「地域主権戦略大綱」を策

定し、2011年の通常国会に「地域主権改革推進一括法案」

を提出する予定である。この法案には「基礎自治体への

権限委譲」が盛り込まれ、併せて予算ではひも付き補助

金を廃止し、一括交付金化する予定である。 

また、国土交通省では交通基本法の制定に向けて検討

が始められ、その中間整理では「国の補助制度は予算を

拡充し、自治体や交通企業などによる地域の協議会の自

主的な取組みに対して一括して交付する仕組みに改めて

はどうか」（交通基本法の制定と関連施策の充実に向け

て－中間整理―:2010年3月国土交通省）と記されている。 

これまでは路線バスの赤字補填を行ったり、活性化法

の計画による実証運行事業を行うなど、住民がバスを利

用してサービスを提供している施設まで移動することを

前提とした事業を実施してきた。しかし、目的の施設側

が利用者の近くに出向くという方法も考えられるのでは

ないだろうか。 

中山間地域のバス利用者の目的の多くは、通院と買い

物である。高齢者は高血圧など慢性的な疾病で通院する

場合が多く、頻繁に通院する必要性はない。つまり週１

～２日程度開院する診療所が集落内もしくは交通手段を

利用せずとも通院できる範囲内にあれば、バスを毎日運

行する必要はない。 

同様に買い物も移動販売のような方法も考えられる。

住民、利用者の目的は「バスに乗る」ことではないこと

は明かである。バスを走らせれば地域の課題が解決され

るわけではない。課題解決のためには、バス運行か出張

診療所かを検討し、その地域に適した解決方法を市町村

が見つけ出せられ、個性豊かな自立した市町村となれる

よう財政面も含めた制度設計が図られることを地域主権

には期待したい。  
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地域公共交通総合連携計画の策定現場の実情と課題* 

 

岸野啓一** 
By Keiichi KISHINO** 

 

 

１．はじめに 
 
公共交通の利用者が減少する中、多くの自治体が地域

の公共交通を維持するために様々な取組みを行っている。

しかし、高齢化の著しい進展に伴い、歩行が困難になっ

て短い距離でも公共交通を必要とする人が自治体内のあ

ちこちで増加するなど、問題が多様化・深刻化しており、

限られた財源でより効率的に地域の公共交通を確保する

よう、対応に苦慮している自治体も少なくない。 
このような状況に対し、平成19年10月に地域公共交通

活性化・再生法（以下、活性化・再生法）が施行され、

市町村などによる地域公共交通総合連携計画（以下、連

携計画）の策定や地域公共交通活性化・再生総合事業（以

下、活性化・再生事業）の実施に対し、国から支援され

るようになった。これを契機に多くの自治体で連携計画

が策定され、生活交通の確保をはじめ地域の公共交通サ

ービスが充実されるなど、一定の効果がもたらされたと

考えられる。 
しかし一方で、活性化・再生法の本来の趣旨から外れ、

連携計画が「事業実施のための手続き」として策定され

るなどの問題も指摘されている。 
本稿は、連携計画策定現場の実情や問題点（自治体の

悩みや現場で起こっていること）を指摘し、解決すべき

課題を探ることにより、地域の活性化や公共交通を必要

とされる人々の生活の質の向上にとって連携計画や活性

化・再生事業をより有意義なものとするための議論の材

料を提供することを目的とするものである。 
 

２．連携計画策定の実情 
 

（１）連携計画策定の動機や目的 
連携計画は、全国で250以上の市町村や地域で策定さ

れている。策定の動機や目的、計画の内容は様々であり、

地域の抱える問題点や課題に応じて策定されていると考

えられる。 
表－１は、筆者がコンサルタントとして携わった連携

計画のいくつかについて、策定の動機を記したものであ

る。LTP（Local Transport Plan、地域公共交通計画）

を策定したい、公共交通と徒歩を主体としたまちづくり

をしたいという、地域の公共交通計画づくりを目的とし

た事例が見られる一方、コミュニティバスの運行効率化

など、特定の目的を動機とした事例が見られる。また、

市町村の全体を対象とした計画づくりを目的とした事例

がある一方、自治体内の一部の地区を対象とした事例も

見られる。 
なお、これは筆者の数少ない経験に基づくものであり、

計画策定の動機を網羅し体系的に整理したものでは到底

あり得ないが、連携計画を策定する動機は地域によって

様々であることが推察される。 
 

表－１ 連携計画策定の動機の例 

連携計画策定の動機 対象地域 
・LTP（地域公共交通計画）を策定したい。 
・コミュニティバスの計画を見直したい。 

地方都市 

・公共交通と徒歩を主体としたまちづく

りを行いたい（中心部）。 
・高齢者の生活交通手段の確保を図りた

い（周辺集落）。 

大都市圏周辺

部の町 

・全市的なコミュニティバスの計画基準

を作成したい。 
大都市近郊都

市 
・大掛かりな路線バスの休止申し出に対

する代替交通手段を早急に計画したい。 
地方中心都市

・コミュニティバスを充実したい。 
・町営のコミュニティバス・スクールバ

スの運用を効率化したい。 

大都市圏周辺

部の町 

・コミュニティバスの運行効率化を図り、

補助金の支出額を抑制したい。 
地方都市 

・過疎が進む地区の生活交通手段を確保

したい。 
地方都市 

 
（２）連携計画の内容 
次に、インターネットによる検索を行い、各地で策定

されている連携計画の内容や構成を概観した１）。 
無作為にいくつかの連携計画の内容を概観したとこ

ろ、多くの連携計画において、活性化・再生法に定めら

れた項目に準拠した計画の構成となっていた。 
いくつかの地域では、地域の公共交通計画に関連する

問題を具体的に詳らかにし、まちづくりの目標や計画の

理念、ならびにそれを達成するための実際的で具体的な

数値目標を掲げて計画目標を明確にするとともに、全体

  *キーワーズ：公共交通計画、計画手法論 
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計画や基本方針を定めた上で地区別の事業計画を示すな

ど、地域公共交通計画の手本ともいえる計画を策定して

いる。 
一方、地域の現状把握や問題整理が形式的に行われ、

計画目標も抽象的な表現であるにも関わらず、具体的な

事業計画が示されている計画が見受けられる。例えば、

問題把握のための情報整理は市町村全域の数値しか示さ

れていないにも関わらず、地区別の事業計画が導かれて

いる場合などがそれに該当する。 
前者は地域公共交通の計画づくりを目指しているの

に対し、後者は活性化・再生事業の枠組みの下での個別

の問題対応型の事業計画の立案と実施を目指しているも

のと筆者は解釈している。 
 

（３）連携計画策定における自治体の悩み 
このように、個別の事業計画を対象とした連携計画が

策定される原因として、次の点が考えられる。 
一つは、計画の必要性に対する認識の不足や、計画技

術の欠如である。計画づくりで重要なのは問題を発見し、

解くべき課題を整理して、制約条件の中でその解決に向

けた最適な方法を見出すことである。計画策定の現場で

は、必ずしも交通計画の専門家でない自治体の担当者が

多大な苦労をして計画づくりに携わる場合が多いが、類

似事例に倣った現下の問題への対策検討に目が行きがち

である。 
二つ目は、連携計画が活性化・再生事業を実施するた

めの「手続き」となっていることである。活性化・再生

事業では、実証運行によって利用実績や採算性など事業

内容の評価や採否のための判断材料が得られ、計画を見

直すことができる。財政が逼迫する中で、事業実施に対

する国の支援は自治体にとって非常に貴重で有用である

と拝察する。そのため、問題が明確でそれに対する事業

計画が具体化されている場合など、国の支援を得るがた

めに連携計画を策定する場合があるのではなかろうか。 
 

３．より良い地域公共交通計画の策定に向けて 
 

（１）地域公共交通計画策定の必要性 
連携計画は、地域の主体的な取組みおよび創意工夫の

もとで策定されるものであり、計画内容の是非について

一概に論じられるものではない。しかし、連携計画の策

定は、地域の公共交通に関する方針や全体計画を策定す

る一つの好機であり、個別の事業計画だけに特化するの

ではなく、地域の公共交通計画の拠り所となるべき計画

策定が望ましいと筆者は考えている。それは、次のよう

な理由による。 
① 現下の問題に対応した個別事業計画では、問題の本

質や潜んでいる他の問題に気付かずに計画策定がな

される可能性がある。いちど計画を策定した後で新た

な問題に気付いた場合、それに対応しようにも財源が

確保できず、より重要な問題への対応が図れなかった

り、地区間で対応が異なり公平性が損なわれるなどの

問題が生じる可能性がある。 
② 全体計画や基本方針を定めないと、問題が発生する

たびに、あるいは要望が出されるたびに個別に検討す

る必要が生じる。個別の対応は受付順の処理になりが

ちであり、全体的な重要性や緊急性の視点が欠落した

対応になる懸念がある。 
③ 換言すると、全体計画や基本方針を定めておくこと

により、問題の重要性や緊急性に応じた財源の配分が

可能になり、財源の有効活用が図られるほか、対策の

必要性や優先度などについて共通の説明が可能にな

る。その結果、公共交通計画に対する住民の理解も得

やすくなることが期待される。 
 

（２）地域公共交通計画づくりに向けた課題 
以上のことを考え合わせると、連携計画の策定などを

通じ、地域の公共交通計画をより有意義なものとするた

めには、次の点が課題になると考えられる。 
① 問題対応型の個別事業計画の弊害を理解すると

ともに、全体の計画づくりの意義や必要性について、

計画策定主体である自治体をはじめ関係機関が理

解すること。 
② 地域の交通問題を正しく理解するとともに、現状

分析から計画策定に至る計画プロセスを計画づく

りに携わる主体が理解すること。 
 

４． おわりに 
 
地域の抱える様々な公共交通計画の課題に対応する

ため、全国各地で連携計画の策定や活性化・再生事業に

よる取り組みが進められている。本稿では、地域公共交

通計画の必要性やあるべき姿を議論するための材料とし

て、自治体における連携計画策定の実情を示すとともに、

策定における問題点や今後の課題などについて示した。 
活性化・再生事業は自治体にとって財政支援が得ら

れることに加え、実証運行を通じて効果や問題点を確か

めることができることなどから有用である。それゆえに、

連携計画が事業のための計画となるなどの問題もある。

計画づくりの意義や必要性を認識し、制度を有効活用す

ることによって、より良い地域公共交通計画が策定され

ると考える。 
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